
法改正後の最初の評議員会（いわゆる決算評議員会）の開催方法 

 

① 私立学校法（以下「法」という。）第１０４条第１条の規定により、計算書類の監事の監査を

受け、監査報告書を作成する。 

② 同条第３項の規定により、①で監査を受けた計算書類等を理事会に決算の議案として提出し、

承認を得る。 

③ 法第１０５条第１項の規定により、上記②で承認を受けた後の計算書類、事業報告書、監査報

告を評議員会招集通知に同封して各評議員に提供する。 

 ↓ 

 決算の評議員会のみ、上記の手順で開催することが法定されたため、物理的に同日に開催するこ

とは困難となった。 

 また、国の説明資料の P147によれば、定時評議員会については、法的に同日開催は認められな

い旨のＱ＆Ａもあることから、１週間の間を置いた別日での開催とならざるを得ない。 

 

 

私立学校法 

（計算書類等の監査等） 

第１０４条 計算書類等は、文部科学省令で定めるところにより、監事の監査を受けなければなら

ない。 

２ 前項の規定にかかわらず、会計監査人設置学校法人においては、計算書類及びその附属明細書

については、文部科学省令で定めるところにより、監事及び会計監査人の監査を受けなければな

らない。 

３ 前２項の監査を受けた計算書類等は、理事会の決議による承認を受けなければならない。この

場合において、当該承認は、監査報告（会計監査人設置学校法人にあつては、会計監査報告を含

む。次条第１項及び第１０６条において同じ。）の内容を踏まえて行うものとする。 

 

（計算書類及び事業報告書並びに監査報告の評議員への提供等） 

第１０５条 理事は、定時評議員会の招集の通知に際して、文部科学省令で定めるところにより、

評議員に対し、前条第３項の承認を受けた計算書類及び事業報告書並びに監査報告を提供しなけ

ればならない。 

２ 理事は、前条第３項の承認を受けた計算書類及び事業報告書を定時評議員会に提出しなければ

ならない。 

３ 理事は、前項の規定により提出された計算書類及び事業報告書の内容を定時評議員会に報告

し、その意見を聴かなければならない。 

 

 

  



 

 


